
経済・財政一体改革の中間評価のポイント

平成30年３月
経済・財政一体改革推進委員会

資料１－２



１．経済・財政一体改革の取組と評価（総括的評価）

（デフレ脱却・経済再生）

l ５年にわたるアベノミクスにより、ＧＤＰの増加（551兆円と過去最大）、雇用の増加（251万人増）、景気回復の長

期化、 「デフレではない」状況を作り出すなど、大きな成果を生み出した。

l しかし、デフレ脱却と実質２％程度、名目３％程度を上回る経済成長の実現は、いまだ道半ば。

（財政健全化）

l 歳入面では、2018年度の国・地方の税収は過去最高水準（2012年度より24兆円増加）を更新する見込み。

l 歳出面では、2016～2018年度本予算について、計画で定めた一般歳出等の目安（伸びを1.6兆円程度に抑制）

に沿った予算編成が行われた。

l しかし、2018年度のＰＢ赤字対ＧＤＰ比は▲１％の目安に対し、▲2.9％の見込み。

l また、「人づくり革命」の安定的財源として、2019年10月に予定されている消費税率の引上げ分の使い道を見直

すこととした。これに伴い、2020年度の黒字化目標達成は困難となったが、本年の骨太方針において、ＰＢ黒字

化の目標を堅持しつつ、その達成時期、裏付けとなる具体的かつ実効性のある計画を示すこととした。 １



２．これまでの主な成果

経
済
再
生

経済成長 • 実質ＧＤＰは28年ぶりの８四半期連続の前期比プラス

デフレ脱却
• 政権交代後、極めて短い期間で「デフレではない」状況
• 足元では、ＧＤＰギャップのプラス転換等、デフレ脱却に向けた局面変化

潜在成長率
• 潜在成長率は2012年0.7％から2017年には1.1％へ
• 労働、資本の寄与はプラスに転換

雇用環境

• 女性の労働参加率は米国越え
• 2017年度まで４年連続２％程度の着実な賃上げ、2018年度は３％目指す。最低賃
金は５年で約100円増

企業動向
• 企業収益も過去最高（75兆円）へと改善
• 設備投資は2012年72.2兆円から2017年84.6兆円へ

財
政
健
全
化

歳入面の動向
• 国・地方の税収は、2018年度見込みで102.5兆円と、2012年度本予算に比べ約24
兆円増加し、過去最高の水準を更新する見込み

歳出面の動向

• 国の一般歳出の伸びは３年間で1.6兆円程度、社会保障関係費の伸びは同1.5兆円
程度に抑制、地方財政の一般財源総額は実質的に2015年度と同水準を確保、との
目安を設定して予算編成

ＰＢ対ＧＤＰ比
• 2010年度から2015年度までのＰＢ赤字半減目標は達成
（2010年度▲6.3％ ⇒ 2015年度▲2.9％）

債務残高対ＧＤＰ比 • 公債等残高の対ＧＤＰ比は、伸びが緩やかに ２
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３．ＰＢ改善の進捗の遅れの要因分析

Ø 2018年度のＰＢ赤字対ＧＤＰ比は、2015年７月試算の▲1.7％程度に対し、2018年１月試算では▲2.9％程度に悪化。
Ø このＰＢの変動要因は主に４つあり、①歳出の目安に沿って効率化努力が実施された一方、②本予算に追加した補正予算
の影響、③成長低下に伴い税収の伸びが緩やかだったこと、④消費税率引上げの延期の影響。

①歳出効率化努力
＋0.7％程度
（＋3.9兆円程度） ③税収の伸びが

緩やかだった
こと等の影響
▲0.8％程度
（▲4.3兆円程度）

④消費税率
引上げ延期の影響
▲0.7％程度
（▲4.1兆円程度）

②補正予算の影響
▲0.4％程度
（▲2.5兆円程度）

計画当初の2018年度PB見込み
（歳出改革なし）（注２）

現状の2018年度PB見込み（注３）

世界経済の
成長率低下等
による緩やかな
経済回復

2018年度改革努力のメルクマール

（2018年度改革努力のメルクマール未達成のLeakage Analysis）

歳入面の影響歳出面の影響

ＰＢ歳入

ＰＢ歳出

③

③成長低下に伴い税収の伸びが緩やかだったこと等の影響 【▲4.3兆円程度】

①

①歳出効率化努力 【+ 3.9兆円程度】

②補正予算の影響 【▲2.5兆円程度】

●増収分（2018年度は5.6兆円程度）及びそれに伴う社会保障の充実・
公経済負担増（2018年度は1.5兆円程度）の影響を除いて上記グラフ
を作成： ⇒ ④消費税率引上げ延期の影響【▲4.1兆円程度】

②

▲1％
▲5.6兆円

▲1.7%
▲9.5兆円

▲2.9%
▲16.4兆円

（程度）

（注１）内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成30年１月23日、平成27年７月22日）により作成。
（注２）2015年７月中長期試算の「経済再生ケース」の試算値。2016年度は一定の歳出改革を勘案（高齢化等を除
く歳出の増加率が物価上昇率の半分程度）、2017～2018年度は歳出改革を織り込まず、2017年４月に消費税率を
10％に引き上げる、前提で試算。
（注３）2018年１月中長期試算の「成長実現ケース」の試算値。2016～18年度の歳出改革を織り込み、2019年10月
に消費税率を10％に引き上げる、前提で試算。（注）内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成30年１月23日、平成27年７月22日）により作成。



４．これまでの評価から得られる課題と今後求められる取組

①歳出抑制と
マクロ経済
への影響

②歳出改革

③税収の伸び

④消費税

課 題 今後求められる取組
Ø 持続的な経済成長が確実となっていない
中で、景気を腰折れさせない取組が不可
欠

Ø 本予算で目安に沿って抑制しても、結果
的に毎年度補正予算で追加財政需要に
対応

Ø 賃金物価上昇の中で、これまで以上に
歳出改革の必要性が拡大

Ø 高齢化が進展する中で社会保障の負担
と給付の制度改革の進捗に遅れ、先進
事例の横展開は緒に就いたばかり

Ø ＱＯＬ向上・経済活性化の成果が不十分
効果の低い歳出の削減と高い歳出への
重点化をより徹底・強化する必要

Ø デフレ脱却、実質２％程度、名目３％程度
を上回る経済成長の実現は、未だ道半ば

Ø 企業の設備・人材・研究への積極的な投
資も課題

Ø 2014年４月の引上げ時には駆け込み需
要とその反動減など大きな影響

Ø アジアの新興国や資源国等の景気下振
れによる下押しリスクにより、10％への引
上げを2019年10月に再度延期

Ø 財政健全化の取組は持続的経済成長の実現に向け、
景気を腰折れさせない健全化ペースで着実に実行

Ø 必要な予算は本予算で手当てするとともに、生産性革
命、人づくり革命などに予算を重点化

Ø デフレ脱却・経済再生の取組を一層進め、補正予算に
頼らない経済を構築

Ø 予算や税制の活用、価格設定の柔軟化に向けた検討を
含め効果的な対策を講じ、消費税率引上げに伴う反動減
に対応し、安定的な成長軌道に乗せていくことが必要

Ø 生産性革命を通じた潜在成長率の引上げ
Ø 働き方改革を通じた労働参加の促進、人づくり革命を通
じた人材育成が不可欠

Ø 企業の設備・研究・人材への継続的な投資拡大、可処分
所得の継続的な拡大などに向けた環境整備が必要

Ø 歳出改革について、これまで以上のペースと範囲で実
施するための全体的コンセンサス作りが必要（全世代
型社会保障制度の構築、先進事例の横展開等に向け
て）

Ø 行動変容のための見える化、インセンティブ改革等の取
組の加速・拡大に向け、優先順位をつけて予算を組み、
成果を出すことにコミットしていくことが必要

歳
出
面

歳
入
面

４
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５．2020年代にかけての変化と今後の対応

５

Ø 団塊世代が75歳に入り始める（2022年か
ら）ことにより、社会保障の増加額が0.9兆
円程度に

Ø 高度成長期以降に整備されたインフラは、
何ら対策を講じなければ、更新費が増大す
る見込み

Ø イノベーションの加速化、地政学リスクの高
まり等に伴う新たな財政需要への対応等

Ø 予防・健康づくりを通じた健康寿命の延伸、医療介護分野での
技術革新・ビッグデータの活用と生産性向上、医療・介護の提
供体制の効率化等の制度改革

Ø 施設の集約・複合化、長寿命化等により施設の維持管理・更新
費の抑制や、ＰＰＰ／ＰＦＩ等により民間活力を活用、投資効果の
高い計画的な社会資本整備

Ø 未利用資源、運営権等の活用による民間資金受入の拡大を通
じた公共投資余力の拡大

2020年代にかけての変化 今後の対応

今
後
の
変
化
を
見
据
え
た
対
応

国・一般会計 社会保障関係費の増加額（兆円） 単純事後更新を行った場合の維持補修・更新費の試算額の推移

（年度）

（兆円）

3.1％/年
2.3％/年

1.5％/年
0.5％/年

（注１）内閣府試算値
（注２）公共建築物：公共賃貸住宅、廃棄物処理、文教施設（学校施設、社会教育施設等）、庁舎
（注３）土木インフラ：道路、港湾、航空、鉄道、下水道、水道、都市公園、治水、治山、海岸、農林漁業、国有林、工業用水道

（年度）

中長期試算での
当初予算ベースの
増加額

中長期試算における歳出改革を
織り込まない場合の増加額
（成長実現ケース）

（注１）2018年度以前は、各年の内閣府「中長期の経済財政に関する試算」から、国一般会計の社会保障関係費(当初予算
ベース)の対前年度増加額を計算。2019年度以降は、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」 (平成30年1月)の
「成長実現ケース」における対前年度増加額（賃金や物価の変動の影響を含む。2019年度以降の歳出改革を織り込ん
でいない。）。但し、2019年度の消費税率引上げに伴う歳出増等を機械的に除いている。
（注２）2020年度の増加額には、平成29年法改正による雇用保険の国庫負担率の時限的引下げの終了に伴う歳出増を含む。

単純事後更新（全体） 単純事後更新（公共建築物） 単純事後更新（土木インフラ）



l 基本的考え方

• 「経済再生なくして財政健全化なし」との基本方針を堅持。
• 経済再生と財政健全化の両立を目指し、財政健全化は着実、かつ景気を腰折れさせることのないような
ペースと機動性を持って行う。

• 2019年度予算に向けては、前回の消費税率引上げが景気面で影響を残した経験を踏まえた予算とすべき。

l 財政健全化目標

• ＰＢ黒字化目標の実現を確実にする仕組みを構築すべき。財政健全化と毎年度の予算編成を結びつける
枠組みが必要。また、ＰＢ黒字化と財政健全化に向けて、何らかの中間的な取組の進捗を管理する仕組み

を構築。

l 歳出改革に向けた取組の加速・拡大

• 「公的サービス産業化」、「インセンティブ改革」、「見える化、技術革新を活用した業務イノベーション、先進
事例の横展開等」の重要性は、これまで以上に高まっていく。これまでの取組を加速・拡大していくべき。

• 歳出全般にわたり聖域なき徹底した見直しを行い、改革工程表に沿って着実に改革を実行することで、こ
れまでの取組を加速していくことも重要。 ６

６．今後の経済・財政一体改革の推進（新たな計画に向けて）



（参考１）この3年間の本予算における歳出抑制

Ø 集中改革期間中の社会保障関係費は、３年間合計で自然増約１兆9,400億円に対して約4,400億円の歳出を抑制（診療報
酬本体・介護報酬等の引上げ、保育士・介護職員等の処遇改善を行う一方、薬価の見直しなどの価格の引下げや高額療
養費の見直し等により歳出を抑制）

Ø 社会保障関係費以外の一般歳出については、３年間合計で約1,000億円の増加に抑制（防衛関係費が増加する一方、恩給
費、食料安定供給関係費等が縮小）

社会保障関係費の自然増と歳出抑制 非社会保障関係費の伸び

（注）各年度予算書により作成。

防衛関係費
＋約2,100億円

3年間累計
+約0.1兆円

恩給関係費
▲約1,400億円

食料安定供給関係費

▲約500億円

・診療報酬本体・介護報酬等の引上げ
＋約1,300億円
・保育士・介護職員等の処遇改善
＋約1,400億円

3年間累計
▲約4,400億円の抑制（＋約1.5兆）

（主な増減項目）

７

（注）各年度予算書により作成。社会保障の充実や公経済負担等の影響を除い
たもの。

（2016年度の例）
・薬価改定等
▲約1,500億円
・協会けんぽ国庫補助の見直し
▲約 200億円

（主な政策増）

（2018年度の例）
・薬価制度の抜本改革、薬価改定等
▲約1,300億円

（2017年度の例）
・高額療養費の見直し
▲約 220億円
・介護納付金の総報酬割の導入
▲約 440億円
・協会けんぽ国庫補助の見直し
▲約 320億円 等
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（参考２）公債等残高対ＧＤＰ比の状況

Ø 公債等残高対ＧＤＰ比は、2012 年度末から2018 年度末までの６年間の上昇幅は8.6％pt 程度であり、それまでの10年間
（2002年度末～2012年度末）の上昇幅62.3％ptと比べ緩やかな伸び。

Ø しかし、計画時の2015年７月試算では公債等残高対ＧＤＰ比は6.0％pt低下と見込んでいた一方で、2018年１月試算では
2.6％pt上昇の見込み。

公債等残高対ＧＤＰ比の推移
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187.8

公債等残高対ＧＤＰ比の寄与度
（各試算における2015年度末から2018年度末の変化幅の要因分解）

（注１）内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成30年１月23日、平成27年７月22日）により作成。
（注２）「成長寄与」は分母の名目ＧＤＰの成長による公債等残高対ＧＤＰ比の押し下げ分、「ＰＢ赤字
寄与」「利払い寄与」はそれぞれＰＢ赤字、利払いにより分子の公債等残高が増加することによる
公債等残高対ＧＤＰ比の押し上げ分を示している。

公債等残高対GDP比

利払い寄与

PB赤字寄与

成長寄与

（注）内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成30年１月23日、平成27年７月22日）により作成。
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